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1.介護保険制度の主な改正点
【令和３年４月から】
　●介護保険料が改定されました。
　　　令和３年度から令和５年度の介護保険料が決まりました。
　　　介護保険の財源割合は、第１号被保険者（６５歳以上の方）は約２３％、第２号被保険者（４０歳以上６５歳未満の方）は２７％です。
　
　●介護報酬が改定されました。
　　　介護保険サービスの介護報酬が改定されました。
　●第１号被保険者の保険料に係る基準所得金額の一部が変わりました。
令和３年度から令和５年度までの各年度における基準所得金額について、介護保険料の標準９段階のうち、市町村民税本人課税層に当たる第６段階、第７段階、第８段階及び第９段階の境目となる基準所得金額が、それぞれ１２０万円、２１０万円及び３２０万円に変わりました。（墨字パンフレットの１４ページ参照）
【令和３年８月から】
　●高額介護（介護予防）サービス費の負担上限額が変わります。
現役並みの所得者のうち、年収約７７０万円以上及び年収約１,１６０万円以上の者について、世帯の負担上限額が現行の４４,４００円から、それぞれ９３,０００円及び１４０,１００円に変わります。（墨字パンフレットの１６ページ参照）
　
　●特定入所者介護（介護予防）サービス費における食費の負担限度額等が変わります。
　　　利用者負担段階が細分化されます。また、食費の負担限度額と、食費・居住費の助成の要件となる預貯金等の基準の一部が変わります。（墨字パンフレットの１８、１９ページ参照）
（1.介護保険制度の主な改正点  終わり）
2.介護保険制度のしくみ                          
(1) 介護保険制度の全体像
被保険者は第1号被保険者（65歳以上）と第2号被保険者（40歳以上65歳未満）の2種類に分けられます。
保険者は市町村で、介護保険特別会計の設置運営や要介護（要支援）認定、地域支援事業の実施、事業者の指定等、介護保険事業計画の策定を行います。
　市町村から包括的な委託を受けて、地域包括支援センターが地域支援の総合相談や虐待防止等権利擁護、包括的・継続的ケアマネジメント、介護予防ケアマネジメント等を実施します。
　サービス提供者は、居宅サービス事業者、地域密着型サービス事業者、居宅介護支援事業者、介護保険施設、介護予防サービス事業者、地域密着型介護予防サービス事業者等となります。
国民健康保険団体連合会は、介護給付費の審査・支払や、利用者からの苦情申立てに対する事業者への調査・指導・助言等を行います。
被保険者が介護保険のサービスを利用する場合は、市町村に要介護（要支援）認定を申請し、認定を受けます。
保険料は、第1号被保険者の場合、市町村が定める所得段階別の保険料を負担し、納め方は年金からの特別徴収（天引き）又は市町村に個別に納付する普通徴収があります。第1号被保険者の保険料は年金保険者（日本年金機構等）を通じ市町村に納付されます。第2号被保険者の場合、加入している国民健康保険や健康保険、共済組合などの医療保険の保険料算定方法に基づいて定められ、医療保険の保険料とあわせて納付します。第2号被保険者の保険料は、医療保険者と社会保険診療報酬支払基金を通じ市町村に納付されます。
　
(2) 介護保険の財源構成
　介護保険の運営に必要な財源は、サービス利用者が支払う負担分を除き、公費で約半分を負担し、残りの半分を介護保険加入者（被保険者）が保険料で負担します。第1号被保険者と第2号被保険者の保険料の負担割合は、人数比で按分されています。財源の構成は下記の通りです。
（表1）
国　　　　25％（国負担分には調整交付金5％を含む。）
都道府県　12.5％
市町村　　12.5％
保険料（第2号被保険者）　27％
保険料（第1号被保険者）　23％
· 施設等給付費については　国　20％、都道府県　17.5％
（表2）
地域支援事業（包括的支援事業・任意事業）の財源構成
※　第2号被保険者の保険料は充てられず、その分は公費負担となります。
　国　　　　38.5％
　都道府県　19.25％
　市町村　　19.25％
　保険料（第1号被保険者）　23％
　※介護予防・日常生活支援総合事業については公費と介護保険料の負担割合は、表1と同じです。
(3) 介護サービス等の利用手続き
　　図　省略
1.　介護保険のサービスを利用する場合は、お住まいの市町村に要介護（要支援）認定を申請し、認定を受けます。認定を受けた後、介護支援専門員（ケアマネジャー）等が作成したケアプランに基づき、サービスを利用します。
2.　地域支援事業の利用については、お住いの市町村にお問合せください。
　　
○市町村窓口で、基本チェックリストによる審査を行います。※実施は、市町村により異なります。
　利用するサービスの区分（一般介護予防事業、介護予防・生活支援サービス事業及び要介護（要支援）認定のサービス）の振り分けをします。
○市町村窓口へ要介護（要支援）認定を申請する場合
　手続きは、本人や、家族、成年後見人等による申請のほか、地域包括支援センター、省令で定める要件を満たす指定居宅介護支援事業者（ケアプラン作成事業者）、介護保険施設、地域密着型介護老人福祉施設等に代行を依頼できます。
【65歳以上の方】
　介護が必要になった原因を問わず、サービスを利用できます。
【40歳以上65歳未満の方】
　加齢に伴う下記の16種類の特定疾病により介護や支援が必要となった場合に、サービスを利用できます。
（特定疾病）
　がん（医師が一般に認められている医学的知見に基づき 回復の見込みがない状態に至ったと判断したものに限る。）
　関節リウマチ
　筋萎縮性側索硬化症（きん　いしゅくせい　そくさく　こうかしょう）
　後縦靱帯骨化症（こうじゅう　じんたい　こっかしょう）
　骨折を伴う骨粗鬆症（こっせつを　ともなう　こつ　そしょうしょう）
　初老期における認知症（しょろうきにおける　にんちしょう）
　進行性核上性麻痺、脳皮質基底核変性症及びパーキンソン病（しんこうせい　かくじょうせい　まひ、のう　ひしつ　きてい　かく　へんせいしょう　および　ぱーきんそんびょう）
　脊髄小脳変性症（せきずい　しょうのう　へんせいしょう）
　脊柱管狭窄症（せきちゅうかん　きょうさくしょう）
　早老症（そうろうしょう）
　多系統萎縮症（たけいとう　いしゅくしょう）
　糖尿病性神経障害、糖尿病性腎症及び糖尿病性網膜症（とうにょうびょうせい　しんけいしょうがい、とうにょうびょうせい　じんしょう　および　とうにょうびょうせい　もうまくしょう）
　脳血管疾患（のうけっかん　しっかん）
　閉塞性動脈硬化症（へいそくせい　どうみゃく　こうかしょう）
　慢性閉塞性肺疾患（まんせい　へいそくせい　はいしっかん）
　両側の膝関節又は股関節に著しい変形を伴う変形性関節症（りょうがわの　しつかんせつ　または　こかんせつに　いちじるしい　へんけいを　ともなう　へんけいせい　かんせつしょう）
○市町村による要介護（要支援）認定
　認定調査の結果と主治医の意見書をもとに、市町村の「介護認定審査会」で審査・判定します。
　原則として、申請から30日以内に認定結果を通知します。新規認定の有効期間は、原則6か月（更新認定の場合は原則12か月）です。ただし、心身の状態によって短縮、延長される場合があります。
　認定調査
　認定調査員が訪問します。障がいなどのため意思疎通が難しい方などは、無料で通訳などが同席する制度を設けている市町村がありますので、事前に市町村にお問い合わせください。
　主治医意見書
　主治医がいない場合は、市町村が医師を紹介します。
○ケアプランの作成
居宅サービスを利用する場合は、介護支援専門員（ケアマネジャー）のいる居宅介護支援事業者（ケアプラン作成事業者）に依頼します。介護予防サービス及び介護予防・日常生活支援総合事業を利用する場合は、地域包括支援センターに依頼します。なお、居宅サービス、介護予防サービスのケアプランは自分で作成し、市町村に提出することもできます。
施設サービスを利用する場合は、直接施設に申し込みます。なお、ケアマネジャー等も施設の情報を提供できます。
○サービスの利用
　具体的な内容や利用日、時間帯、利用料などについてサービス事業者と十分話し合い 契約します。サービス内容で改善してほしいことなどがあれば、ケアマネジャーや地域包括支援センター、サービス事業者などが相談に応じます。
○利用料の支払い　
　サービスの利用者負担額は、費用の1割から3割（※）です。（※）3割については「7.利用者負担」に詳細があります。ただし、居住費（滞在費）・食費などの実費が必要な場合があります。サービス種類ごとの費用は、要介護度別に介護報酬として決められています。契約時に納得いくまで説明を受けましょう。
（2.介護保険制度のしくみ　終わり）
3.介護保険で利用できるサービス                  
　　要介護（要支援）認定で、状態区分が「要介護1～5」の方は介護給付を利用できます。
　　「要支援1･2」と認定された方は、予防給付を利用できます。
介護サービスの種類（介護給付と予防給付の2種類、あります）
1　介護給付（A.から E.）
A.　居宅サービス
あ.　訪問サービス　―　訪問介護（ホームヘルプ）、訪問入浴介護、訪問看護、
訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、
共生型訪問介護（ホームヘルプ）
い.　通所サービス　―　通所介護（デイサービス）、通所リハビリテーション（デイケア）、
共生型　通所介護（デイサービス）
う.　短期入所サービス　―　短期入所生活介護（ショートステイ）、
短期入所療養介護（ショートステイ）、
　　　　　　　　　　　　　 共生型短期入所生活介護（ショートステイ）
え.　特定施設入居者生活介護
お.　特定福祉用具貸与
か.　特定福祉用具販売
B.　居宅介護支援
C.　住宅改修
D.　施設サービス
介護老人福祉施設　―　原則、要介護3以上の方　特例入所（要介護1･2）の方　
介護老人保健施設
介護療養型医療施設
介護医療院　
E.　地域密着型サービス
定期巡回・随時対応型訪問介護看護
夜間対応型訪問介護
認知症対応型　通所介護
小規模多機能型居宅介護
認知症対応型共同生活介護　（グループホーム）
地域密着型特定施設入居者生活介護
地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護　―　原則、要介護3以上の方　特例入所（要介護1･2の方）
看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）
地域密着型　通所介護
共生型地域密着型　通所介護
（1 介護給付　おわり）
2 予防給付（A.からD.）
A.　介護予防サービス
あ.　訪問サービス　―　介護予防訪問入浴介護、介護予防訪問看護、
介護予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養管理指導
い.　通所サービス　―　介護予防通所リハビリテーション（デイケア）
う.　短期入所サービス　―　介護予防短期入所生活介護（ショートステイ）、
介護予防短期入所療養介護（ショートステイ）、
共生型介護予防短期入所生活介護（ショートステイ）
え.　介護予防特定施設入居者生活介護
お.　介護予防福祉用具貸与
か.　特定介護予防福祉用具販売
B.　介護予防支援
C.　介護予防住宅改修
D.　地域密着型介護予防サービス
介護予防認知症対応型　通所介護
介護予防小規模多機能型居宅介護
介護予防認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
（2 予防給付　おわり）
※　共生型サービス　　同一の事業所で一体的に介護保険と障がい福祉のサービスを提供するもの。
(1) 居宅介護支援・介護予防支援
ケアプランの作成
（自分で作成することもできます。全額が保険給付され、利用者負担はありません。）
介護給付（要介護1～5の方）
　居宅サービス等を適切に利用できるよう、居宅介護支援事業所のケアマネジャーが心身の状況・環境・本人の希望などに基づきケアプランを作成し、サービスの利用状況の確認などを行います。
　　介護保険施設に入所する場合は、施設のケアマネジャーがケアプランを作成します。
予防給付（要支援1･2の方）
　　介護予防サービス等を適切に利用できるように、ケアプランの作成を行うとともに、サービス提供が確保されるように事業者等と連絡・調整を行います。なお、介護予防の効果を最大限発揮し、生活機能の改善を実現するための適切なサービスが選択できるようにします。
　　原則として、地域包括支援センターがケアプランを作成します。

(2) 居宅サービス等
　介護給付(要介護1～5の方)、予防給付（要支援1・2の方）の順に記載。
A. 訪問サービス（五つあります）
あ.　訪問介護（ホームヘルプ）
介護給付（要介護1～5の方）
　　訪問介護員（ホームヘルパー）が自宅を訪問し、入浴・排せつ・食事等の身体介護や調理、洗濯等の生活援助を行います。通院などのための乗車又は降車の介助（通院等乗降介助）も利用できます。　
予防給付（要支援1･2の方）　記載なし
い.　訪問入浴介護 
介護給付（要介護1～5の方）
　介護職員や看護師が浴槽を積んだ入浴車等で自宅を訪問し、入浴の介護などを行います。
　　予防給付（要支援1･2の方）
　　居宅に浴室がない場合や疾病などの理由からその他の施設での入浴利用が困難な場合に、
介護予防を目的として入浴の支援を行います。

う.　訪問看護

　介護給付（要介護1～5の方）
　　看護師などが自宅を訪問し、療養状況の確認や指導、診療に必要な補助などを行います。
　　予防給付（要支援1･2の方）
看護師などが自宅を訪問し、介護予防を目的として、療養状況の確認や指導、診療に必要な補助などを行います。
え. 訪問リハビリテーション

　　介護給付（要介護1～5の方）
理学療法士や作業療法士などが自宅を訪問し、居宅での生活行為を向上させるためのリハビリテーションを行います。
　　予防給付（要支援1･2の方）
居宅での生活行為を向上することが必要な場合に、理学療法士や作業療法士などが自宅を訪問し、介護予防を目的とした必要なリハビリテーションを行います。
お.　居宅療養管理指導
　　　介護給付（要介護1～5の方）
医師、歯科医師、薬剤師などが自宅を訪問し、療養上の管理や指導を行います。
　　　予防給付（要支援1･2の方）
　　  医師、歯科医師、薬剤師などが自宅を訪問し、介護予防を目的とした療養上の管理や指導を行います。

　
B. 通所サービス（二つあります）
あ. 通所介護（デイサービス）
介護給付（要介護1～5の方）
　　　日帰りでデイサービスセンターなどに通い、入浴・排せつ・食事等の介護や、機能訓練などを行います。

　予防給付（要支援1･2の方）　記載なし
い.　通所リハビリテーション（デイケア）
介護給付（要介護1～5の方）
日帰りで老人保健施設や医療機関などに通い、心身の機能維持・回復などのために必要なリハビリテーションを行います。
　　　　予防給付（要支援1･2の方）
日帰りで老人保健施設や医療機関などに通い、介護予防を目的として心身の機能維持・回復などのために必要なリハビリテーションを行います。

C. 福祉用具・住宅改修関係（三つあります）
あ. 福祉用具貸与
介護給付（要介護1～5の方）
　　  日常生活の自立を助ける福祉用具を貸与します。
予防給付（要支援1･2の方）
　　  福祉用具のうち、介護予防に役立つものを貸与します。

　下記の表は福祉用具貸与の対象種目です。
手すり(工事を伴わないもの）　　　要支援1・2、　要介護1～5
スロープ(工事を伴わないもの）　　要支援1・2、　要介護1～5
歩行器　　　　　　　　　　　　　 要支援1・2、　要介護1～5
歩行補助つえ　　　　　　　　　 　要支援1・2、　要介護1～5
自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のもの）　要支援1・2、　要介護1～5
車いす　　　　　　　　　要介護2～5
車いす付属品　　　　　　要介護2～5
特殊寝台　　　　　　　　要介護2～5
特殊寝台付属品　　　　　要介護2～5
床ずれ防止用具　　　　　要介護2～5
体位変換器　　　　　　　要介護2～5
認知症老人 徘徊感知機器　　　要介護2～5
移動用リフト（つり具の部分を除く）　　要介護2～5
自動排泄処理装置（尿のみを自動的に吸引する機能のものを除く）　要介護4～5
※その他、いずれも一定条件のもとで利用できる場合があります。

 い. 特定福祉用具販売
介護給付（要介護1～5の方）、予防給付（要支援1･2の方）とも
　　福祉用具のうち入浴又は排せつに使用する用具を購入した場合、年間10万円を限度として
（利用者負担1割から3割を含む。）購入費用を支給します。（※１参照） なお、特定福祉用具販売事業者として指定された事業者から購入した場合に限ります。
【種目】　腰掛 便座（便座の底上げ部材も含む）、自動排泄処理装置の交換可能部品、
入浴補助用具、簡易浴槽、移動用リフトのつり具の部分
う.　住宅改修
介護給付（要介護1～5の方）、予防給付（要支援1･2の方）とも
　　自立や介護をしやすい生活環境を整えるため小規模な住宅改修に対して、20万円を限度として（利用者負担1割から3割を含む。）支給します。（※1参照）市町村に事前の申請が必要です。
【種目】　手すりの取付け、段差・通路等の傾斜の解消、滑りの防止等のための床材等の変更、
引き戸等への扉の取替え（扉の撤去を含む）、和式便器から洋式便器への取替え、
これらの付帯工事（段差解消のためのスロープの設置に伴う転落防止柵の設置を含む）
（※1） 原則、利用者がいったん全額を事業者に支払った後で介護保険から払い戻される償還払いにより支給します。（ただし、利用者の負担を軽減するため、利用者負担分を事業者へ支払うことにより支給される市町村もあります。）
D. 短期入所サービス（二つあります）
あ.　短期入所生活介護（ショートステイ）
介護給付（要介護1～5の方）
　　　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）などの施設に短期間入所して、入浴・排せつ・
食事等の介護や機能訓練などを行います。
予防給付（要支援1･2の方）
　　　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）などの施設に短期間入所して、介護予防を目的として
入浴・排せつ・食事等の支援や機能訓練などを行います。

い.　短期入所療養介護（ショートステイ）
　　　介護給付（要介護1～5の方）
介護老人保健施設、介護療養型医療施設などの施設に短期間入所して、看護・医学的な管理のもとで、介護、機能訓練その他必要な医療や看護などを行います。
予防給付（要支援1･2の方）
介護老人保健施設、介護療養型医療施設などの施設に短期間入所して、介護予防を目的として看護・医学的な管理のもとで、支援や機能訓練その他必要な医療や看護などを行います。
E. 特定施設入居者生活介護
介護給付（要介護1～5の方）
有料老人ホームや軽費老人ホーム、養護老人ホーム等で特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設に入居している方に、入浴・排せつ・食事等の介護や機能訓練などを行います。

予防給付（要支援1･2の方）
有料老人ホームや軽費老人ホーム、養護老人ホーム等で介護予防特定施設入居者生活介護の指定を受けた施設に入居している方に、介護予防を目的とした入浴・排せつ・食事等の支援や機能訓練などを行います。
(3) 施設サービス　介護給付（要介護1～5）の方のみ　（四つあります）
　A.　介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）　
原則、要介護3以上の方　　特例入所（要介護1・2）の方
　　　常に介護が必要で在宅生活の困難な方が、日常生活上の世話、機能訓練、療養上の世話などのサービスを受けながら生活する施設です。（入所定員30名以上の施設に限る。）

　　特例入所の要件
ア．認知症の方で、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さが頻繁に見られる。
イ．知的障がい・精神障がい等を伴い、日常生活に支障を来すような症状・行動や意思疎通の困難さ等が頻繁に見られる。
ウ．家族等による深刻な虐待が疑われること等により、心身の安全・安心の確保が困難である。
エ．単身世帯である、同居家族が高齢又は病弱である等により家族等による支援が期待できず、
かつ、地域での介護サービスや生活支援の供給が不十分である。
B.　 介護老人保健施設
病状が安定しており、リハビリテーションや看護、介護を必要とする方が在宅復帰を目指す施設です。
C. 介護療養型医療施設（廃止予定）
長期にわたる療養を必要とする方が、介護等の世話及び機能訓練、その他必要な医療などのサービスの提供を受ける施設です。

D. 介護医療院
　日常的な医学管理が必要な重介護者の受け入れや看取り・ターミナル等の機能と、生活施設としての機能を兼ね備えた施設です。
(4) 地域密着型サービス
　　要支援・要介護状態となっても、できるだけ住み慣れた地域で生活が続けられるように設けられたサービスです。
　　市町村が事業所の指定・監督を行います。原則として所在市町村の住民（被保険者）が利用できます。
（九つあります。A.から I.）
A. 定期巡回・随時対応型訪問介護看護
介護給付（要介護1～5の方）
　　　定期的な巡回訪問により、又は随時通報を受け、入浴・排せつ・食事等の介護その他に定められた日常生活上の世話、療養上の世話又は必要な診療の補助を行います。
予防給付（要支援1・2の方）
記載なし
B. 夜間対応型訪問介護
介護給付（要介護1～5の方）
夜間に、定期的な巡回訪問により、又は随時通報を受け、入浴・排せつ・食事等の介護その他に定められた日常生活上の世話を行います。（定期巡回・随時対応型訪問介護看護に該当するものを除く。）

予防給付（要支援1・2の方）
　記載なし
C. 認知症対応型　通所介護

　介護給付（要介護1～5の方）
　認知症の方が日帰りでデイサービスセンターなどに通い、入浴・排せつ・食事等の介護その他に定められた日常生活上の世話及び機能訓練などを行います。
予防給付（要支援1・2の方）
認知症の方が日帰りでデイサービスセンターなどに通い、介護予防サービス計画で定める期間にわたり、入浴・排せつ・食事等の支援や機能訓練を行います。
D. 小規模多機能型居宅介護
介護給付（要介護1～5の方）
　　要介護者の心身の状況、環境等に応じて、利用者の選択に基づき、訪問、通所や短期間宿泊を組み合わせ、入浴・排せつ・食事等の介護その他に定められた日常生活上の世話及び機能訓練などを行います。
予防給付（要支援1・2の方）
要支援者の心身の状況、環境等に応じて、利用者の選択に基づき、訪問、通所や短期間宿泊を組み合わせ、介護予防を目的とした入浴・排せつ・食事等の支援その他に定められた日常生活上の支援及び機能訓練を行います。
E. 認知症対応型共同生活介護（グループホーム）
　　介護給付（要介護1～5の方）
認知症の方（急性の状態にある方を除く。）が少人数で共同生活を営む住居において、入浴・排せつ・食事等の介護その他に定められた日常生活上の世話及び機能訓練を行います。
予防給付（要支援1・2の方）
要支援２に該当する方で、認知症（急性の状態にある方を除く。）が少人数で共同生活を営む住居において、介護予防を目的として、入浴・排せつ・食事等の支援 その他に日常生活上の支援及び機能訓練を行います。
F. 地域密着型特定施設　入居者生活介護

　　介護給付（要介護1～5の方）
　有料老人ホームなどの特定施設で入居者が要介護者とその配偶者等に限られるもののうち、入居定員29名以下の小規模な施設に入居している要介護者に入浴・排せつ・食事等の介護その他に定められた日常生活上の世話、機能訓練及び療養上の世話を行います。

予防給付（要支援1・2の方）
　記載なし
G. 地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護
介護給付（要介護1～5の方）
原則、要介護3以上の方　　特例入所（要介護1・2）の方
　入所定員29名以下の小規模な特別養護老人ホームで、入浴・排せつ・食事等の介護その他の日常生活上の世話、機能訓練、健康管理及び療養上の世話を行います。

予防給付（要支援1・2の方）
記載なし
　H. 看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）
介護給付（要介護1～5の方）
訪問看護と小規模多機能型居宅介護を組み合わせて提供されるサービスです。

予防給付（要支援1・2の方）
　　　記載なし
I. 地域密着型　通所介護
介護給付（要介護1～5の方）
利用定員が18名以下の小規模な　通所介護施設で、日常生活上の世話や機能訓練などを行います。
予防給付（要支援1・2の方）
　　　記載なし
（3.介護保険で利用できるサービス　終わり）
4.地域支援事業                                 
　　被保険者が、要介護・要支援状態となることを予防するとともに、要介護状態になった場合でも、可能な限り、地域において自立した日常生活を営むことができるよう支援するサービスで、市町村が実施します。
· A.介護予防・日常生活支援総合事業、B.包括的支援事業、C.任意事業、それぞれの事業費は各市町村で上限額が設定されます。
A.　介護予防・日常生活支援総合事業（2種類ふたつあります）
あ. 介護予防・生活支援サービス事業
　介護予防・生活支援サービス事業は、要支援者の多様なニーズに、要支援者の能力を最大限活かしつつ、多様なサービスを提供します。
○介護予防・生活支援サービス事業は、次の四つです。
・訪問型サービス
・通所型サービス
・生活支援サービス（配食等）
・介護予防ケアマネジメント

い. 一般介護予防事業　　次の五つです。
　○介護予防把握事業
○介護予防普及啓発事業
○地域介護予防活動支援事業
○一般介護予防事業評価事業
○地域リハビリテーション活動支援事業

B.　包括的支援事業（2種類あります）
あ. 市町村から包括的な委託を受けて、地域包括支援センターが実施します。
○総合相談支援事業
○権利擁護事業
○介護予防ケアマネジメント事業
○包括的・継続的ケアマネジメント支援事業

い. 社会保障充実分
○在宅医療・介護連携の推進
○認知症施策の推進
○生活支援サービスの体制整備
○地域ケア会議の充実

C.　任意事業
○介護給付費 適正化事業、家族介護支援事業、地域自立生活支援事業　等
(1) 介護予防・日常生活支援総合事業
　介護予防・日常生活支援総合事業は、現行のサービス類型である介護予防訪問介護等の専門的なサービスに加え、住民主体の支援等の多様なサービス、一般介護予防事業の充実を図り、市町村の独自施策や市場において民間企業により提供されるサービスも活用しながら要支援者等の状態等にあったふさわしいサービスを提供します。
ア．介護予防・生活支援サービス事業（四つあります）
1 訪問型サービス
要支援者等に対し、掃除、洗濯等の日常生活上の支援を提供します。
2 通所型サービス
要支援者等に対し、機能訓練や集いの場など日常生活上の支援を提供します。
3 その他の生活支援サービス
要支援者等に対し、栄養改善を目的とした配食や一人暮らし高齢者等への見守り、その他、訪問型サービス及び通所型サービスに準ずる生活支援を提供します。
4 介護予防ケアマネジメント

要支援者等に対し、総合事業によるサービス等が適切に提供できるようケアマネジメントを行います。
　(1) 介護予防サービス　（要支援1・2の方）
　(2) 地域密着型介護予防サービス　（要支援1・2の方）
　(3) 介護予防・日常生活支援総合事業利用の方

 イ．一般介護予防事業（五つあります）
1 介護予防把握事業

収集した情報等の活用により、閉じこもり等の何らかの支援を要する者を把握し、介護予防活動へつなげます。
2 介護予防普及啓発事業
介護予防活動の普及・啓発を行います。
3 地域介護予防活動支援事業

住民主体の介護予防活動の育成・支援を行います。
4 一般介護予防事業評価事業
介護保険事業計画に定める目標値の達成状況等を検証し、一般介護予防事業の評価を行います。
5 地域リハビリテーション活動支援事業
介護予防の取組を機能強化するため、通所、訪問、地域ケア会議、住民主体の通いの場等へのリハビリ専門職等による助言等を実施します。
(2) 包括的支援事業
　　　　　　
ア．地域包括支援センターの運営
　　地域包括支援センターは、高齢者ができる限り住み慣れた地域で暮らせるよう、住まい、医療、介護、予防、生活支援のサービスを一体的に提供する「地域包括ケアシステム」における中核的な機関としての役割を担っています。センターには、保健師、社会福祉士、主任介護支援専門員（主任ケアマネジャー）が配置されています。
　○総合相談支援事業
　　センターでは、健康や福祉、医療や生活に関することや、高齢者の家族、近隣に暮らす人の高齢者に関する相談を受けます。
　　相談を受けたセンターは、介護保険だけでなく、さまざまな制度や地域資源を利用した適切なサービスにつなぎ、総合的な支援を行います。
　○権利擁護事業
　　センターでは、高齢者虐待への対応や、成年後見制度の利用にあたっての支援、消費者被害の防止などを関係機関と連携して行います。
　
　○介護予防ケアマネジメント事業（再掲）
　○包括的・継続的ケアマネジメント支援事業
　　センターでは、主任ケアマネジャーなどが、高齢者が暮らしやすい地域づくりのために、様々な関係機関との連携体制づくりを進めます。
　　また、地域のケアマネジャーの支援を行い、より良いサービスの提供に努めます。
イ．在宅医療・介護連携の推進
　　医療と介護の両方を必要とする状態の高齢者が、住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人生の最期まで続けることができるよう、在宅医療と介護を一体的に提供するために、医療機関と介護事業所などの関係者の連携を推進しています。
ウ．認知症施策の推進
認知症の人ができる限り地域の良い環境で自分らしく暮らし続けられる社会をめざし、認知症の人や家族の視点を重視しながら「共生」と「予防」を車の両輪として認知症施策を推進しています。
○認知症初期集中支援チームの設置
医療・介護の複数の専門職が、認知症が疑われる人や認知症の人及びその家族を訪問し、観察・評価を行った上で、必要な医療や介護の導入・調整や家族支援などの初期の支援を包括的、集中的（おおむね６ヶ月）に行っています。
○認知症地域支援推進員の配置
地域の支援機関間の連携づくりや、認知症ケアパス・認知症カフェ・社会参加活動などの地域支援体制づくり、認知症の人やその家族等への相談支援を行っています。
○チームオレンジの整備
認知症の人ができる限り地域のよい環境で自分らしく暮らし続けることができるよう、認知症の人やその家族の支援ニーズと認知症サポーターを中心とした支援をつなぐ仕組みを整備し、「共生」の地域づくりを推進します。
〈認知症疾患医療センター〉
　　認知症についての専門医療相談、鑑別診断、身体合併症・周辺症状の急性期対応、かかりつけ医との連携、患者・家族への介護サービス情報の提供と相談への対応、医療情報の提供等の介護サービスとの連携を行っています。
　（病院名、所在地、地域区分の順に記載）
（社医)北斗会　さわ病院
所在地　　　豊中市
地域区分　　池田市、箕面市、豊中市、吹田市、豊能町、能勢町

(特医)大阪精神医学研究所　新阿武山病院（しんあぶやま　びょういん）
所在地　　　高槻市

地域区分　　摂津市、茨木市、高槻市、島本町

(特医)三上会　総合病院　東香里病院

所在地　　　枚方市

地域区分　　枚方市、寝屋川市、守口市、門真市、大東市、四條畷市、交野市

(医)清心会　八尾こころのホスピタル

所在地　　　八尾市

地域区分　　東大阪市、八尾市、柏原市

(医)六三会（むつみかい）　大阪さやま 病院
所在地　　　大阪狭山市

地域区分　　松原市、藤井寺市、羽曳野市、大阪狭山市、富田林市、河内長野市、太子町、河南町、
千早赤阪村
(医)河﨑会（かわさきかい）　水間病院
所在地　　　貝塚市

地域区分　　和泉市、泉大津市、高石市、貝塚市、岸和田市、泉佐野市、泉南市、阪南市、忠岡町、
熊取町、田尻町、岬町
(社医)北斗会　ほくとクリニック病院
所在地　　　大阪市大正区

地域区分　　大阪市
大阪市立 弘済院（こうさいいん）附属病院
所在地　　　吹田市
地域区分　　大阪市　　
大阪市立大学医学部附属病院
所在地　　　大阪市阿倍野区

地域区分　　大阪市
(医)遊心会（ゆうしんかい）　咲く花診療所
所在地　　　大阪市淀川区
地域区分　　大阪市
(社福)恩賜財団　大阪府済生会野江病院（おおさかふ　さいせいかい　のえびょういん）
所在地　　　大阪市城東区
地域区分　　大阪市
(医)葛本医院
所在地　　　大阪市東住吉区
地域区分　　大阪市
(公財)浅香山病院
所在地　　　堺市堺区
地域区分　　堺市
(医)杏和会 （きょうわかい）　阪南病院
所在地　　　堺市中区
地域区分　　堺市
ホームページ　「大阪府　認知症　疾患医療センター」  検索 
エ．生活支援サービスの体制整備
　市町村が中心となって、生活支援コーディネーター（地域支え合い推進員）を配置し、NPO・民間企業・協同組合・ボランティア・社会福祉法人・社会福祉協議会・地縁組織・介護サービス事業所・シルバー人材センター・老人クラブ・商工会・民生委員等の生活支援サービスを担う事業主体と連携しながら、多様な日常生活上の支援体制の充実・強化及び高齢者の社会参加の推進を一体的に図っていきます。
オ．地域ケア会議の推進
　地域包括支援センター等において、多職種協働による個別事例の検討等を行い、地域のネットワーク構築、ケアマネジメント支援、地域課題の把握等を推進します。
(3) 任意事業
　高齢者が、その人らしい生活を継続していくことができるようにするため、介護保険事業の運営の安定化を図るとともに、被保険者及び要介護者を現に介護する方等に対し、地域の実情に応じた必要な支援を行う事業です。　
　例：介護給付費 適正化事業、家族介護支援事業、地域自立生活支援事業　等
（4.地域支援事業　終わり） 
5.介護サービス情報の公表                       
　情報公表制度の趣旨と仕組み
　介護サービス情報の公表制度は、利用者が介護サービス事業者の情報を比較検討し、適切に介護サービスを選択することができるようにするため、各事業者が提供するサービスの内容や運営状況等に関する情報を、事業者の報告に基づき、公表する制度です。事業者の報告は、法令等により毎年行うことが義務づけられています。
　この制度は、平成30年度より都道府県から指定都市への事務権限移譲が行われ、平成30年4月1日以降に公表される大阪市又は堺市に所在する事業所、施設に関する情報に係る事務については、それぞれ大阪市又は堺市の所管となります。
   ○公表内容
基本情報…名称、所在地、連絡先、サービス内容、サービス従業者の数、施設・設備の状況や利用料金等
運営情報…利用者本位のサービス提供の仕組み、従業者の教育・研修の状況、安全・衛生管理の状況等
   ○調査について
都道府県及び指定都市は、報告された情報について、必要があると認めるときに調査を実施することができます。
介護サービス情報公表システム
　事業者の介護サービス情報は、国が提供するホームページ「介護サービス情報公表システム」において公表されています。
　また、平成27年度から各市町村において公表に努めることが定められている地域包括支援センターや生活支援等サービスに関する情報についても、介護サービス情報公表システム上で公表されています。
　
ホームページ　 「介護サービス情報公表システム」  検索 
（5.介護サービス情報の公表　終わり）
6.介護保険料           　                        
　介護給付・予防給付・地域支援事業の費用は、約50％が公費で賄われ、公費負担を除く費用は、第1号被保険者（65歳以上の方）と第2号被保険者（40歳以上65歳未満の方）が保険料で負担します。
(1) 第1号被保険者（65歳以上）の方の保険料
　ア．保険料の額
　各市町村における介護サービスにかかる費用の総額（利用者負担分を除く）の約23％分に応じて65歳以上の方の保険料の基準額を算出し、市町村は、その基準額に所得段階に応じた割合を乗じて保険料を決定します。
　被保険者の所得状況に応じ、きめ細かな保険料段階を設定できるよう配慮されています。
　基準額は、各市町村が3年ごとに定める介護保険事業計画に基づき 3年に1度見直されます。（次期見直しは、2024年4月です。）
　第1号被保険者として納める保険料は、65歳の誕生日の前日が属する月の分からです。
 〈保険料の設定例〉（第1段階～第9段階）
第1段階
対象者

・生活保護受給者等
・世帯全員が市町村民税非課税で、老齢福祉年金受給者
・世帯全員が市町村民税非課税で、公的年金収入と合計所得金額の合計額が８０万円以下の方

保険料　　基準額×0.5
第2段階
対象者
世帯全員が市町村民税非課税で、第1段階に該当せず、公的年金収入と合計所得金額の合計額が
120万円以下の方

保険料　　基準額×0.75
第3段階
対象者
世帯全員が市町村民税非課税で、第２段階に該当しない方

保険料　　基準額×0.75
第4段階
対象者
本人が市町村民税非課税で、公的年金収入と合計所得金額の合計額が80万円以下であり、第1～3段階に該当しない方
保険料　　基準額×0.9
第5段階
対象者
本人が市町村民税非課税で、第4段階に該当しない方
保険料　　基準額
第6段階
対象者
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が120万円未満の方

保険料　　基準額×1.2
第7段階
対象者
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が120万円以上210万円未満の方

保険料　　基準額×1.3
第8段階
対象者
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が210万円以上320万円未満の方

保険料　　基準額×1.5
第9段階
対象者
本人が市町村民税課税で、合計所得金額が320万円以上の方
保険料　　基準額×1.7
※第１段階から第３段階については、公費による負担軽減措置等により、基準額に対する割合を上記の割合より引き下げて設定している市町村があります。
※設定例は９段階制ですが、１０段階以上を設定したり、基準額に対する割合を変更している市町村もありますので、詳しくは、各市町村にご確認ください。
イ．保険料の納め方
    普通徴収と特別徴収があります。
○普通徴収
　老齢年金等が年額18万円未満の方や年額18万円以上ある方のうち、年度途中に第1号被保険者の資格を得た方、他の市町村から転入してきた方など特別徴収（年金からの控除）ができない方については、市町村が発行した納入通知書に基づき、市町村に個別に納付します。納入時期や回数は市町村によって異なります。
○特別徴収
老齢年金や退職年金のほか、遺族年金、障がい年金を年額18万円以上受給している方については、年金保険者(日本年金機構、共済組合等)が、年金の定期支払い（年6回）の際に保険料を差し引き、市町村に納付します。
特別徴収の仮徴収（4月・6月・8月の支払分）と本徴収（10月・12月・2月の支払分）
　第1号被保険者の方の保険料は、所得段階別に設定されるため、当年度の保険料額は前年所得が確定する6月以降でなければ決まりません。このため、前年度から継続して特別徴収の方は、4・6・8月分については、原則として、2月に特別徴収した額と同額の徴収が行われます。（仮徴収）　そして、保険料額が確定した後に、仮徴収分との調整がなされ、残る保険料額の徴収が行われます。（本徴収）
(2) 第2号被保険者（40歳以上65歳未満）の方の保険料
　40歳以上65歳未満の方の保険料は、加入している国民健康保険や健康保険、共済組合などの医療保険の保険料算定方法に基づいて定められ、医療保険の保険料とあわせて納付します。
　
(3) 保険料の減免
　災害や著しい所得減少などの理由で、保険料の納付が困難になったとき、保険料が減免される場合があります。
・震災、風水害、火災などの災害により住宅、家財等に著しい被害を受けた方
・死亡、心身の重大な障がい、若しくは　長期間の入院、事業又は業務の休廃止、事業における著しい損失、失業などにより生計中心者の所得が前年に比べて大幅に減少した方
　
　市町村によっては、独自の減免制度を設けている場合がありますので、詳しくは市町村にお問い合わせください。
　
(4) 滞納時の措置
　介護保険は、社会全体で介護や支援を要する高齢者等を支える制度で、サービスを必要としない方を含め、保険料は必ず納めていただく必要があります。保険料は、必ず期日までに納めましょう。
　保険料を納めていない場合、介護サービス等を利用する際に、滞納期間に応じて次のような措置がとられます。
1年以上滞納したとき⇒支払い方法が償還払いに変更
　利用者が費用の全額を一旦負担し、申請により後日、保険給付分（9割から7割）が支払われます。
1年6ヶ月以上滞納したとき⇒保険給付が一時差し止め
利用者が費用の全額を負担し、申請後も保険給付の一部又は全部が一時的に支払われなくなります。
また、滞納が続くと、支払われなかった保険給付費を滞納保険料に充当する場合があります。
2年以上滞納したとき⇒給付額が減額
保険料の徴収権は2年で時効になりますが、時効により保険料の徴収権が消滅した期間に応じて、利用者負担が3割又は4割に引き上げられるほか、高額介護（介護予防）サービス費、高額医療合算介護（介護予防）サービス費、特定入所者介護（介護予防）サービス費等が支払われなくなります。
（6.介護保険料　終わり）
7.利用者負担                                   
(1) 利用者負担について
　　サービスの利用料は、費用の1割から3割を利用者が負担します。
負担割合の判定フロー（a～fで示します）
第１号被保険者
a　本人の合計所得金額が220万円以上で、同一世帯の１号被保険者の年金収入＋その他の合計所得金額が、単身：340万円以上、2人以上：463万円以上の場合　→　3割負担
b　 本人の合計所得金額が220万円以上で、同一世帯の１号被保険者の年金収入＋その他の合計所得金額が、単身：280万円以上340万円未満、2人以上：346万円以上463万円未満の場合　
→　2割負担
c　本人の合計所得金額が220万円以上で、同一世帯の１号被保険者の年金収入＋その他の合計所得金額が、単身：280万円未満、2人以上：346万円未満の場合　→　1割負担
d　本人の合計所得金額が160万円以上220万円未満で、同一世帯の１号被保険者の年金収入＋その他の合計所得金額が、単身：280万円以上、2人以上：346万円以上の場合　→　2割負担
e　本人の合計所得金額が160万円以上220万円未満で、同一世帯の１号被保険者の年金収入＋その他の合計所得金額が、単身：280万円未満、2人以上：346万円未満の場合　→　1割負担
f　本人の合計所得金額が160万円未満　→　１割負担
第2号被保険者、受給者本人が市町村民税非課税である場合又は生活保護法に規定する被保護者である場合は所得にかかわらず１割負担です。
要介護（要支援）認定を受けた方に、利用者負担の割合（1割から3割）が記載された「介護保険負担割合証」が発行されます。
　ケアプラン（介護予防ケアプラン）の作成費用は全額介護保険で給付されるため利用者負担はありません。
　　　
○利用者負担が高額にならないよう、所得に応じて負担限度額が設けられています。
　〈高額介護（介護予防）サービス費〉
　利用者負担の合計額（月額）が利用者負担上限額を超えた分について、所得区分に応じて高額介護（介護予防）サービス費が支給されます。市町村に高額介護（介護予防）サービス費支給の申請書を提出します。
所得区分と利用者負担上限額
所得区分　　現役並み所得者に相当する方がいる世帯の方（注１）のうち、年収約１，１６０万円以上の方
利用者負担上限額　１４０，１００円（世帯）
所得区分　現役並み所得者に相当する方がいる世帯の方（注１）のうち、年収約７７０万円以上～同約１，１６０万円未満の方
利用者負担上限額　９３，０００円（世帯）
　 所得区分　現役並み所得者に相当する方がいる世帯の方（注１）のうち、年収約３８３万円以上～同約７７０万円未満の方
利用者負担上限額　　４４，４００円（世帯）
（注1）令和３年８月から適用されます。令和３年７月利用分までは、現役並み所得者に相当する方がいる世帯の方の負担の上限（月額）は、４４，４００円（世帯）です。
　所得区分　世帯内のどなたかが市町村民税を課税されている方
利用者負担上限額　４４，４００円（世帯）
所得区分　世帯の全員が市町村民税を課税されていない方
利用者負担上限額　２４，６００円（世帯）
所得区分　世帯の全員が市町村民税を課税されていない方のうち、老齢福祉年金を受給している方
利用者負担上限額　２４，６００円（世帯）　　１５，０００円（個人）
所得区分　世帯の全員が市町村民税を課税されていない方のうち、前年の合計所得金額と公的年金等収入額の合計が年間８０万円以下の方等
利用者負担上限額　２４，６００円（世帯）　　１５，０００円（個人）
所得区分　生活保護を受給している方等
利用者負担上限額　　１５，０００円（個人）
(2) 居宅サービスの利用者負担
　居宅で受けるサービスには、要介護状態の区分ごとに１か月あたりの支給限度額（単位数）が定められており、これらの上限額の範囲内でサービスを利用した場合、利用額（1割から3割）を利用者が負担します。
　通所サービス（通所介護、通所リハビリテーション等）については、利用額（1割から3割）の他に、食費、おむつ代等を、短期入所サービス（短期入所生活介護、短期入所療養介護等）については、食費、滞在費等とその他の日常生活費を負担します。
　支給限度額を超えるサービスを受けた場合、超過分の費用は全額利用者が負担します。
（表）
○主な居宅サービスの支給限度額と利用者負担額（目安）　【1か月あたり】
要支援1
　支給限度額　　　　　        50,320円
利用者負担額（1割）　      　5,032円　　

利用者負担額（2割）　      10,064円　　

利用者負担額（3割）　      15,096円　　
要支援2
支給限度額　　　　         105,310円　　

利用者負担額（1割）　      10,531円　　

利用者負担額（2割）　      21,062円　　

利用者負担額（3割）　      31,593円　　
要介護1
支給限度額　　　　        167,650円　　

利用者負担額（1割）　     16,765円　　

利用者負担額（2割）　     33,530円　　

利用者負担額（3割）　     50,295円　　
要介護2
支給限度額　　　　         197,050円　　

利用者負担額（1割）　      19,705円　　

利用者負担額（2割）　      39,410円　　

利用者負担額（3割）　      59,115円　　
要介護3
支給限度額　　　　        270,480円　　

利用者負担額（1割）　     27,048円　　

利用者負担額（2割）　     54,096円　　

利用者負担額（3割）　     81,144円　　
要介護4
支給限度額　　　　         309,380円　　

利用者負担額（1割）　      30,938円　　

利用者負担額（2割）　      61,876円　　

利用者負担額（3割）　      92,814円　　
要介護5
支給限度額　　　　        362,170円　　

利用者負担額（1割）　     36,217円　　

利用者負担額（2割）　     72,434円　　

利用者負担額（3割）      108,651円　　

　
※支給限度額は単位で表されます。1単位当たりの単価はサービスの種別及び事業所の所在地によって異なります。
上記の表の支給限度額は、1単位＝10円で算出しています。
※上記の表の支給限度額が適用されるサービス（介護予防サービスを含みます。）は 次のとおりです。
　訪問介護、訪問入浴介護、訪問看護、訪問リハビリテーション、通所介護、通所リハビリテーション、短期入所生活介護、短期入所療養介護、福祉用具貸与、定期巡回・随時対応型訪問介護看護、
夜間対応型訪問介護、地域密着型 通所介護、認知症対応型 通所介護、小規模多機能型居宅介護、
看護小規模多機能型居宅介護（複合型サービス）、認知症対応型共同生活介護(短期利用のみ)、
特定施設入居者生活介護（短期利用のみ）、地域密着型特定施設入居者生活介護(短期利用のみ)
(3) 施設サービスの利用者負担
ア．介護保険施設入所(入院)時に施設サービスを利用した場合の利用者負担
・施設サービス費の1割から3割（高額介護サービス費適用後の金額は、「7(1)高額介護（介護予防）サービス費」を参照。）
・居住費（滞在費）・食費（特定入所者介護サービス費適用後の金額は、「7(3)イ．特定入所者介護
（介護予防）サービス費」を参照。）
・特別なサービス費用（特別な居室料、特別な食事）
・日常生活費（理 美容代、その他の日常生活費として定められた費用）
・施設サービス費は、施設の所在地域、人員配置加算等により、施設ごとに異なります。また、居住費（滞在費）・食費については、施設との契約で定められるため施設ごとに異なります。
・栄養マネジメントの強化など特別なサービスを提供したり、手厚い職員配置や介護が困難な方に対して質の高いケアを実施する施設などでは、利用料が高くなります。
利用料例〈施設サービス費の1割から3割相当額・月額（30日）〉　
（a～ｇの7例　示します）
a　介護老人福祉施設　多床室　要介護3～5
負担割合　1割の場合
要介護3     　22,321円

要介護4　     24,453円

要介護5　     26,553円
負担割合　2割の場合
要介護3　     44,642円

要介護4　     48,906円

要介護5　     53,107円
負担割合　3割の場合
要介護3     　66,964円

要介護4　     73,359円

要介護5     　79,660円
b　介護老人福祉施設　ユニット型個室　要介護3～5
負担割合　1割の場合
要介護3　     24,861円

要介護4　     27,024円

要介護5　     29,124円
負担割合　　2割の場合
要介護3　     49,721円

要介護4     　54,047円

要介護5　     58,248円
負担割合　3割の場合
要介護3　     74,582円

要介護4　     81,071円

要介護5　     87,372円

c　介護老人保健施設　多床室　要介護1～5
　　負担割合　1割の場合
　　　要介護1　　   24,704円

　　　要介護2　　   26,209円

　　　要介護3　　   28,152円

　　　要介護4　　   29,751円

　　　要介護5　　   31,444円
負担割合　2割の場合
要介護1　　   49,408円

要介護2　　   52,417円

要介護3　　   56,305円

要介護4　　   59,502円

要介護5　   　62,888円
負担割合　3割の場合
要介護1       74,111円

要介護2　　   78,626円
要介護3　　   84,457円

要介護4　　   89,253円

要介護5　   　94,332円
d　介護老人保健施設　ユニット型個室　要介護1～5
負担割合　1割の場合
要介護1　　   24,955円
要介護2　   　26,365円

要介護3　   　28,309円
要介護4　　   29,971円
 要介護5　　   31,632円
負担割合　2割の場合
  要介護1　　   49,909円

  要介護2　   　52,731円

  要介護3　   　56,618円

  要介護4　   　59,941円

  要介護5　   　63,264円
負担割合　3割の場合
  要介護1　　   74,864円

  要介護2　　   79,096円

  要介護3　   　84,927円

  要介護4　　   89,912円

  要介護5　　   94,896円

e　介護療養型医療施設　多床室　要介護1～5
負担割合　1割の場合
要介護1　　   21,506円

要介護2　　   24,484円

要介護3　　   30,786円

要介護4　　   33,545円

要介護5　   　35,927円
負担割合　2割の場合
要介護1　   　43,012円

要介護2　   　48,969円

要介護3　   　61,571円

要介護4　   　67,089円

要介護5　   　71,854円
負担割合　3割の場合
要介護1　　   64,518円

要介護2　　   73,453円

要介護3　     92,357円

要介護4　    100,634円

要介護5    　107,781円
ｆ　介護医療院　I型　要介護1～5
負担割合　1割の場合
要介護1　   　22,384円

要介護2　　   25,832円

要介護3　　   33,231円

要介護4　　   36,397円

要介護5　　   39,291円
負担割合　2割の場合
要介護1　　   44,768円

要介護2　　   51,665円

要介護3　   　66,462円

要介護4　　   72,795円

要介護5　　   78,438円
負担割合　3割の場合
要介護1　     67,152円

要介護2　　   77,497円

要介護3　　   99,693円

要介護4　    109,192円

要介護5　    117,657円

g　介護医療院　II型　要介護1～5
負担割合　1割の場合
要介護1　　20,973円

要介護2　　23,951円

要介護3　　30,472円

要介護4　　33,200円

要介護5　　35,676円
負担割合　2割の場合
要介護1　　41,946円

要介護2　　47,903円

要介護3　　60,944円

要介護4　　66,399円

要介護5　　71,353円
負担割合　3割の場合
要介護1　　62,919円

要介護2　  71,854円

要介護3　　91,417円
要介護4　　99,599円

要介護5　 107,029円

　　　　
※1単位＝10.45円（5級地）で試算　　
※高額介護サービス費適用後の金額は、「7(1)高額介護（介護予防）サービス費」を参照。　
1． 利用者の負担軽減制度
○特定入所者介護（介護予防）サービス費
所得の低い方の上記の施設サービス（地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護、介護（介護予防）短期入所生活介護及び介護（介護予防）短期入所療養介護を含む）の利用が困難とならないよう、居住費（滞在費）・食費について、所得区分に応じた負担限度額が設けられ、基準費用額と限度額との差額が支給されます。（施設が定める居住費（滞在費）・食費の額が基準費用額より少ない場合は、施設の定める額と限度額の差額が支払われます。）
※市町村へ申請の上、認定を受ける必要があります。交付された「介護保険負担限度額認定証」を事業者に提示します。
①　世帯の全員が市町村民税非課税であることに加えて、要介護者又は要支援者と同一の世帯に属しない配偶者（事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含む）についても、市町村民税非課税であること。
②　要介護者又は要支援者及び配偶者が所有する現金、預貯金、合同運用信託、公募公社債等運用投資信託及び有価証券その他これらに類する資産の合計額が２,０００万円（配偶者がない場合にあっては、１,０００万円）以下（※令和３年８月からは、第１段階：２,０００万円（１,０００万円）、第２段階：１，６５０万円（６５０万円）、第３段階①：１，５５０万円（５５０万円）、第３段階②：１，５００万円（５００万円）以下）であること。（その他これらに類する資産としては、純金積立購入等、口座残高等により時価評価額が容易に把握できる貴金属等が含まれます。）
（参考）利用者負担段階と負担限度額（第4段階まであります）
利用者負担　第1段階
対象者
　・世帯の全員が市町村民税を課税されていない方で老齢福祉年金を受給されている方
・生活保護等を受給されている方

食費の負担限度額（1日）
　施設入所者 300円
ショートステイ利用者　300円
居住費（滞在費）の負担限度額（1日）

　ユニット型　個室　　　　　　820円
ユニット型　個室的多床室　　490円
従来型個室　　　　　　　　　490円
（従来型個室のうち、介護老人福祉施設、短期入所生活介護(介護予防含む)及び地域密着型介護老人福祉施設入所者介護は、320円）
多床室　　　　　　　　　　　　0円
利用者負担　第2段階
　対象者
世帯の全員が市町村民税を課税されていない方で、合計所得金額と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計が年間80万円以下の方

食費の負担限度額（1日）
施設入所者  390円
ショートステイ利用者　390円（令和3年8月から600円）
居住費（滞在費）の負担限度額（1日）

　ユニット型　個室　　　　　　820円
ユニット型　個室的多床室　　490円

従来型個室　　　　　　　　　490円
（従来型個室のうち、介護老人福祉施設、短期入所生活介護(介護予防含む)及び地域密着型介護老人福祉施設入所者介護は、420円）

多床室　　　　　　　　　　　370円
利用者負担　第3段階
対象者
・世帯の全員が市町村民税を課税されていない方で上記第2段階以外の方

　令和3年7月まで　食費の負担限度額（1日）
施設入所者    650円
ショートステイ利用者　650円
令和3年8月から　食費の負担限度額（1日）
第3段階　その１
施設入所者    650円
ショートステイ利用者　1000円
第3段階　その２
施設入所者    1360円
ショートステイ利用者　1300円
· 第3段階　その１とは、世帯の全員が市町村民税を課税されていない方で、合計所得金額と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計が年間80万円超120万円以下の方
· 第3段階　その2とは、世帯の全員が市町村民税を課税されていない方で、合計所得金額と課税年金収入額と非課税年金収入額の合計が年間120万円超の方
居住費（滞在費）の負担限度額（1日）

　ユニット型　個室　　　　　　1,310円
ユニット型　個室的多床室　　1,310円

従来型個室　　　　　　　　　1,310円
（従来型個室のうち、介護老人福祉施設、短期入所生活介護(介護予防含む)及び地域密着型介護老人福祉施設入所者介護は、820円）

多床室　　　　　　　　　　　  370円
利用者負担　第4段階
・第1段階～第3段階以外の方

　すべて負担限度額なし

（参考）基準費用額
食費の負担限度額（1日）
施設入所者　1,392円　（令和3年8月から　1,445円）
ショートステイ利用者　1,392円　（令和3年8月から　1,445円）
 居住費（滞在費）の負担限度額（1日）

　　ユニット型　個室　　　　　  2,006円
ユニット型　個室的多床室　  1,668円

従来型個室　　　　　　　　　1,668円
（従来型個室のうち、介護老人福祉施設、短期入所生活介護(介護予防含む)及び地域密着型介護老人福祉施設入所者介護は、1,171円）

多床室　　　　　　　　　　　　377円
（多床室のうち、介護老人福祉施設、短期入所生活介護(介護予防含む)及び地域密着型介護老人福祉施設入所者生活介護は、855円）
※「ユニット型個室多床室」は、令和3年4月以降、新たな設置が禁止されました。
○市町村民税課税層における居住費（滞在費）・食費の特例減額措置
　 本人又は世帯員が市町村民税を課税されている「7(3)イ．特定入所者介護（介護予防）サービス費」の利用者負担段階第4段階に該当する高齢夫婦等世帯であっても、要件に該当する場合には、市町村に申請することで第3段階の負担軽減を受けることができます。
(4) 社会福祉法人等による利用者負担軽減
　市町村民税世帯非課税者で、収入、資産等の要件を満たし 市町村が生計困難と認めた方が対象です。
　利用者負担分、居住費（滞在費）・食費について、原則として利用者負担の4分の1が 減額されます。（老齢福祉年金受給者は原則2分の1）
※市町村に申請し、「社会福祉法人等利用者負担軽減確認証」の交付を受けます。手続きは、市町村にお問い合わせください。
(5) 高額医療合算介護（介護予防）サービス費
　○医療と介護の負担額が著しく高額になった場合の負担軽減制度
　介護保険サービスや各医療保険（国民健康保険、被用者保険、後期高齢者医療制度）の負担額が高額になった場合には、それぞれの制度において負担上限額（月額）が設けられ、これを超えた分が支給されます。
　これに加え、1年間（毎年8月1日から翌年7月31日まで）に支払った介護保険サービスの利用者負担（1割から3割）と各医療保険の世帯内での自己負担の合計額が高額になる場合にも、所得区分ごとの一定の限度額を超えた分を、それぞれの負担額の比率に応じて按分し、介護保険からは「高額医療合算介護（介護予防）サービス費」、各医療保険からは「高額介護合算療養費」として支給されます。
※負担額は、高額介護（介護予防）サービス費及び高額療養費の支給額を除いた額が対象です。
　支給を受ける場合は申請が必要です。手続きは、市町村にお問い合わせください。
　○介護保険と後期高齢者医療制度を利用した場合の自己負担限度額　　
課税世帯（四つあります）
1  現役並み所得者で　課税所得 690万円 以上
　   負担限度額（年額）　212万円
2  現役並み所得者で　課税所得380万円以上
　　　負担限度額（年額）141万円

3  現役並み所得者で　課税所得145万円以上
　 　 負担限度額（年額）　67万円
4  一般　
  　負担限度額（年額）56万円
非課税世帯（二つあります）
低所得II　　　負担限度額（年額）31万円
低所得I　　　 負担限度額（年額）19万円
※　その他、災害等の場合の利用者負担減免や市町村によっては独自の減免制度を設けている場合がありますので、詳しくは市町村にお問い合わせください。
（7.利用者負担　終わり)
8.高齢者の権利擁護事業                         
(1) 権利擁護相談事業
　認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分でない方が、社会の中で直面するさまざまな権利侵害や　生活していく上での不安や困りごとなどについて、相談に応じます。また、地域包括支援センター、障がい者基幹相談支援センター、社会福祉施設等、地域の関係機関に専門的な助言や情報提供を行います。
大阪市・堺市以外にお住まいの方
相談機関　　大阪府社会福祉協議会　地域福祉部　権利擁護推進室
電話相談　　TEL：06-6191-9500、月曜～金曜日　10:00～16:00
· 祝日、年末年始を除きます。
専門相談　　　弁護士、社会福祉士による面接相談を実施しています。
毎週木曜日　13:00～16:00（電話相談で予約、無料）

大阪市内にお住まいの方
相談機関　　大阪市成年後見支援センター
電話相談　　成年後見制度に関する相談　　TEL：06-4392-8282
月曜～土曜日　9:00～17:00
※　祝日、年末年始を除きます。

専門相談　　保健福祉センター、地域包括支援センター、障がい者基幹相談支援センター等が、
判断能力が十分ではない人を支援する際に、成年後見制度の利用支援を行ううえで必要があると判断した場合、要請に基づきチーム会議に専門職（弁護士・司法書士・社会福祉士）を派遣します。
予約制・無料。　TEL：06-4392-8214
堺市内にお住まいの方
相談機関　　堺市権利擁護サポートセンター 
電話相談　　TEL：072-225-5655、　月曜～金曜日　9:00～17:30
※祝日、年末年始を除きます。
主に、地域の関係機関に専門的な助言や情報提供を行っています。
専門相談　　弁護士又は司法書士と社会福祉士による面接相談を実施しています。
予約制・無料
(2) 日常生活自立支援事業
　認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分でない方へ、福祉サービスの利用援助や日常的な金銭の管理、書類等の預かりサービスを提供します。
　お問い合わせは、各市町村社会福祉協議会へお願いします。
　
サービスの種類と内容
福祉サービスの利用援助サービス
・福祉サービスについての情報提供、助言
・福祉サービスを利用したいときの利用手続きの手伝い　など

日常的金銭管理サービス
・預金の出し入れの手伝い
・家賃や公共料金などの支払いの手伝い　など

書類等の預かりサービス
・預金通帳、印鑑、権利書などの保管
※宝石、貴金属、骨董品などは預かることができません。

　　
(3) 成年後見制度
・認知症、知的障がい、精神障がいなどにより判断能力が十分でない方に対して、本人の権利を守る援助者(成年後見人等)を家庭裁判所が選び、本人を法律的に支援する制度です。
・判断能力が十分でなくなってから利用する「法定後見制度」と、判断能力が十分でなくなった場合に備えて、「誰に」「何を手伝ってほしいか」などについて契約により決めて公正証書を作成しておく「任意後見制度」があります。
・申立てができるのは、本人、配偶者、四親等内の親族及び市町村長(本人の福祉を図るため特に必要があると認める場合)等です。
・詳しくは、市町村、大阪府社会福祉協議会、市町村社会福祉協議会、地域包括支援センター、障がい者基幹相談支援センター、ご本人がお住まいの地域を所管する家庭裁判所にお問い合わせください。
(4) 高齢者虐待防止
　介護保険法では、地域支援事業による高齢者虐待防止等の権利擁護事業の実施や、事業者の利用者に対する人格尊重義務を定めています。
　また、高齢者虐待防止法は、「養護者による高齢者虐待」と「養介護施設従事者等による高齢者虐待」に分けて定義しています。高齢者虐待を発見した場合は、市町村に相談・通報してください。
（8.高齢者の権利擁護事業　終わり）
9.審査請求                                     
　市町村等が行った要介護（要支援）認定や介護保険料に関する処分に対し不服があり、市町村等に相談しても納得できない場合は、その処分の取消しを求めて、府に設置されている介護保険審査会に審査請求することができます。
　介護保険審査会では、市町村等が行った処分が、法律や条例等に基づいて正しく行われているかを審理し、裁決します。
　なお、審査請求は、処分があったことを知った日の翌日から起算して3か月以内に行う必要があります。
　大阪府介護保険審査会のホームページ   「大阪府介護保険審査会」  検索 
（9.審査請求　終わり）
10. 障がい者の介護保険利用について              
　介護保険制度においては、障がい者施策によるサービスを利用している障がい者の方も含め、原則として65歳以上の方及び40歳以上65歳未満の医療保険加入者の方は介護保険の被保険者となります。
　そのため、65歳以上の高齢障がい者及び40歳以上65歳未満の特定疾病者が要介護（要支援）認定を受け、要介護又は要支援状態となった場合は介護保険から保険給付としてサービスを受けることができます。また、その他の事業についても利用できる場合があります。
　
　障がい者の自立生活を支援する上で、サービス内容や機能から、介護保険サービスには相当するものがない障がい福祉サービス等については、障害者総合支援法によるサービスをはじめ、各種サービスを総合的に組み合わせてケアプラン等に位置づけられて提供されます。
　詳しくは、ケアマネジャー、市町村、地域包括支援センターにお問い合わせください。
　　
　また、平成30年度より、市町村民税非課税世帯又は生活保護世帯の方などの一定の条件を満たす方は、介護保険の自己負担について、高額障がい福祉サービス等給付費により償還する制度が設けられました。
　詳しくは、お住まいの市町村までお問い合わせください。
（10. 障がい者の介護保険利用について　終わり）
　　　
11. その他の高齢者福祉サービス等                
(1) 在宅におけるサービス
　介護保険サービスとは別に、市町村が実施しているサービスがあります。その実施の有無や内容、サービス対象者などについて、くわしくは市町村高齢者福祉担当窓口などにお問い合わせください。
※サービスにより、利用料が必要となります。また、介護保険サービスを利用していても、これらのサービスを利用できる場合があります。
問い合わせ先：市町村高齢者福祉担当窓口
(2) 施設サービス
　　ア．養護老人ホーム
　　　　自宅での生活が困難な方を、市町村の措置により養護するための施設です。入所者が自立した日常生活を営み、社会的活動に参加するために必要な指導及び訓練、その他の援助を行います。
　　対象者
原則として65歳以上で、環境上の理由及び経済的な理由により、自宅での生活が困難な方
　　　　利用料
負担能力に応じて、一定の費用負担があります。
　　　　問い合わせ先：市町村高齢者福祉担当窓口
　　イ．軽費老人ホーム
　　　 低額な料金で、日常生活に必要なサービスを提供する施設です。食事・入浴などのサービスを提供します。
対象者
60歳以上（夫婦の場合、どちらかが60歳以上）で、家庭環境、住宅事情などの理由により、
自宅での生活が困難な方
　　　 利用料
負担能力に応じて減額されます。
直接施設へお問い合わせください
　　ウ．有料老人ホーム
　　　 食事や介護の提供、その他日常生活に必要なサービスを提供する施設です。
   ※利用権方式、建物賃貸借方式、終身建物賃貸借方式があります。
対象者（介護付）
介護が必要になっても、施設が提供する特定施設入居者生活介護を利用しながら、当該施設の
居室で生活を継続することができる方を対象
対象者（住宅型）
介護が必要になった場合、入居者自身の選択により、地域の訪問介護などの介護サービスを
利用しながら、当該施設の居室で生活を継続することができる方を対象
　　   利用料
契約により定められており、施設でそれぞれ異なります。
直接施設へお問い合わせください
　　
(3) 高齢者向け住宅
ア．サービス付き高齢者向け住宅
　     住宅としての居室の広さや設備、バリアフリーといったハード面の条件を備えるとともに、
ケアの専門家による安否確認や生活相談サービスを提供することなどにより、高齢者が安心して暮らすことができる環境を整え、都道府県・政令市・中核市に登録された住宅です。
　　　 
サービス付き高齢者向け住宅情報提供システム「大阪府　サービス付き高齢者向け住宅」検索 
問い合わせ先：大阪府住宅まちづくり部　居住企画課　TEL：06-6210-9711
イ．シルバーハウジング
　　　 高齢者に配慮した設計の住宅で、高齢者の2人世帯又は単身者を対象とする公営住宅です。
入居資格を満たす必要があります。
　　 問い合わせ先：府営住宅は各指定管理者、市営住宅は市の住宅担当課へ
（11.その他の高齢者福祉サービス等　終わり）
12.相談窓口・情報案内                           
　ア．担当のケアマネジャー（介護支援専門員）
　　　ケアプランを作成したケアマネジャーに相談できます。
　イ．利用している事業者の苦情相談窓口
　　　利用している事業者には苦情相談窓口があり、責任者がいますので、気軽に相談できます。
　ウ．市町村　介護保険担当窓口
　　　介護保険に関する疑問、悩み、苦情などは市町村の介護保険担当窓口で相談できます。
　エ．地域包括支援センター
　　　地域における高齢者本人や家族などからの相談を受付ける総合的な窓口です。
　　　市町村に設置しています。所在地や連絡先は、市町村にお問い合わせください。
　　　・お住まいの市町村の地域包括支援センター
　　　　ホームページ   「大阪府　地域包括支援センター」 検索 
　オ．大阪府国民健康保険団体連合会　苦情相談窓口
　　　介護保険サービスに関する苦情について、介護サービス苦情処理委員会に申し立てることができます。
　　　大阪市中央区常盤町一丁目3-8  中央 大通FNビル内5階　
TEL：06-6949-5418
　　　ホームページ  「大阪府国保連　介護保険苦情相談」検索 
　カ．若年性認知症支援コーディネーター
専門の若年性認知症支援コーディネーターが、ご本人やご家族からのご相談に対応します。
また、企業、地域包括支援センター、障害者就業・生活支援センター、医療機関等からの相談については、必要な助言を行いながら、相互に連携し対応します。
　　　TEL：06-6977-2051
　　　相談日時：月曜・火曜・木曜・金曜（祝日・12月29日から1月3日を除きます。）
10時から17時まで
　　　ホームページ   「大阪府　若年性認知症支援コーディネーター」 検索 
　　　※65歳以上の方の認知症に関するご相談は、各市町村に配置されている認知症地域支援推進員または、お近くの地域包括支援センターで対応します。詳しくは市町村にお問い合わせください。
　キ．大阪府社会福祉協議会　運営適正化委員会「福祉サービス苦情解決委員会」
福祉サービスの苦情を解決するために、相談者のお手伝いをします。苦情解決のために、助言、相談、事情調査及びあっせんなどを行います。
・大阪市中央区中寺1-1-54　大阪社会福祉指導センター１Ｆ　
TEL：06-6191-3130
　　　・月曜～金曜日　10:00～16:00（祝祭日・年末年始を除きます。）
　　　　ホームページ　 「大阪府社会福祉協議会　運営適正化委員会」検索 
　ク．消費生活に係る相談及び苦情の受付
　　・消費者ホットライン　TEL：188(い や や)　局番なし
　　※お住まいの市町村等の消費生活相談窓口をご案内します。
　　・大阪府消費生活センター　TEL：06-6616-0888
　　　ホームページ  「大阪府消費生活センター」 検索 
　ケ．独立行政法人福祉医療機構（WAM）
　　　ホームページ  「福祉医療機構」検索 
　(12.相談窓口・情報案内　終わり）
（終わり）
